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市債
その他
特定財源

一般財源

1

吹田市低所得
者支援給付金
給付事業【物
価高騰対策給
付金】

福祉部 生活福祉室

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯　（39,505世帯）

R5.11.1 R6.3.31 2,833,175,490 0 0 2,833,175,490 0 0 0

職員人件費　106,829円
需用費　270,003円
役務費　7,589,030円
委託料　59,843,850円
使用料及び賃借料　15,778円
補助金　2,765,350,000円

①住民税非課税世帯39,505世帯に対し、1世帯あたり7万
円を給付。
②物価高騰の負担感が大きい住民税非課税世帯への経済
支援となった。

2

吹田市低所得
者支援給付金
給付事業（均
等割）【物価
高騰対策給付
金】

福祉部 生活福祉室

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の均等割のみ課税世帯　（3,433世帯）

R6.1.1 R6.3.31 351,628,125 0 0 351,628,125 0 0 0

需用費　37,950円
役務費　951,987円
委託料　7,338,188円
補助金　343,300,000円

①住民税均等割のみ課税世帯3,433世帯に対し、1世帯あ
たり10万円を給付。
②物価高騰の負担感が大きい住民税均等割のみ課税世帯
への経済支援となった。

3

吹田市低所得
者支援給付金
給付事業（こ
ども加算）
【物価高騰対
策給付金】

福祉部 生活福祉室

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R5年度分の非課税もしくは均等割のみ課税世帯への子ども加
算　（4,558人）

R6.1.1 R6.3.31 233,509,023 0 0 233,509,023 0 0 0

需用費　12,050円
役務費　571,513円
委託料　5,025,460円
補助金　227,900,000円

①住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯のう
ち、18歳以下の児童を扶養している世帯に対し、子ども
1人あたり5万円、子ども4,558人分を給付。
②物価高騰の負担感が大きい低所得の子育て世帯への経
済支援となった。

4 - - - - - - - - - - - - - - -

5 - - - - - - - - - - - - - - -

6 - - - - - - - - - - - - - - -

7 - - - - - - - - - - - - - - -

8 - - - - - - - - - - - - - - -

9 - - - - - - - - - - - - - - -

10

物価高騰に伴
う小学校給食
費無償化事業
（国R5予算・
推奨事業メ
ニュー分）

学校教育部 保健給食室

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰
等の影響を受け、様々な負担が生じている世帯に対する臨時的
支援
②給食用賄材料費、消耗品費（パン用ビニール袋）
③市内小学校の児童の保護者（教職員の給食費は対象外）

R5.4.1 R6.3.31 1,035,037,085 0 0 305,620,240 0 729,416,845 0 需用費　1,035,037,085円

①食材料費196回分の給食費を無償化。
②給食費を無償化することによって、新型コロナウイル
ス感染症の影響が長期化し、臨時休業や外出自粛等にて
様々な負担が生じている子育て世帯への経済支援となっ
た。

※「F　その他特定財源」の内訳
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
697,429,000円、新型コロナウイルス等感染症対策基金
繰入金31,987,845円

11

物価高騰に伴
う中学校給食
費補助事業
（国R5予算・
推奨事業メ
ニュー分）

学校教育部 保健給食室

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰
等の影響を受け、様々な負担が生じている世帯に対する臨時的
支援
②中学生の給食費（選択制・1食340円）の半額補助に係る経
費、半額補助による喫食率の増加に伴う給食調理等委託料の増
額分
③市内中学校の生徒の保護者（教職員の給食費は対象外）

R5.4.1 R6.3.31 77,526,236 0 0 66,908,546 0 0 10,617,690
委託料　13,920,906円
補助金　63,605,330円

①調理委託事業に361,816食分の半額補助を実施。
②給食費の半額を補助することによって、新型コロナウ
イルス感染症の影響が長期化し、臨時休業や外出自粛等
にて様々な負担が生じている子育て世帯への経済支援と
なった。

12
小中学校電気
代高騰対策事
業

学校教育部 学校管理課

①小中学校の児童・生徒の良好な学習環境を確保するため、光
熱水費高騰の影響を受けている小中学校の電気料金（高騰相当
分）に充当
②小中学校の電気料金高騰分
③市内小中学校

R5.4.1 R6.3.31 174,299,009 0 0 146,078,214 0 0 28,220,795 需用費　174,299,009円

①電気料金の価格高騰により、影響額として約174,299
千円の費用が増加したが、市内小中学校54校において過
度な節電を求めることなく運営を行うことができた。
②安定的な電力供給の結果、教育施設の機能が維持さ
れ、児童・生徒の良好な学習環境を確保することができ
た。

13
中学校給食調
理等委託の増
額

学校教育部 保健給食室

①中学校給食の安定的な供給を図るため、物価高騰により上昇
した中学校給食調理委託料等の単価に充当
②中学校給食調理等委託料の単価上昇分
③市内中学校の生徒の保護者（教職員の給食費は対象外）

R5.8.1 R6.3.31 83,948,205 0 0 0 0 0 83,948,205 委託料　83,948,205円

①281,659食分の給食を提供。
②給食調理委託料の単価を増額することで、適切な調理
委託事業者を確保し、安心安全な給食を提供することが
できた。

4,789,123,173 0 0 3,936,919,638 0 729,416,845 122,786,690

※「No」については、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の実施計画Noと対応しています。

※組織改正に伴う新所属名称については、「部局名」「所管室課」欄に【　　】書きにて表示しています。
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